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2022年　8・9月号日本共産党県議会報告

■「学び」や「進路指導」の保障を

【政調副会長】

神奈川県議会2022年　第2回定例会報告（5月17日～7月21日）

　現在再生可能エネルギーは、十分に活用され

ていません。送電線への接続でも出力でも、火

力発電や原発が優先されています。原発や化石

燃料依存から抜け出すためには、この仕組みを

変える必要があります。君嶋議員は「再生可能

エネルギー優先原則」の確立を求めました。

　知事は「国に再生可能エネルギー優先原則を

求めていく」と同意。

　「インクルーシブ教育実践推進校の手引き」

には、「障がいのある生徒の学習権や発達保障」

が明記されていません。

　障がいのある生徒の保護者からは「我が子の

力はついているのか」、教師からは「個別の支

援が充分にはできない」「体制が不十分」「就職

指導ができていない」との声があります。

　障がいのある生徒の「学び」や「進路指導」

を的確に位置付けることを求めましたが、教育

長は「支援している」と答えるのみでした。

　県は、教科書内容のチェックを朝鮮学校だけ

に行い、2017年に学費補助を停止。

　県弁護士会は、県の行為は学習権を侵害し、

憲法・国際人権規約・人種差別撤廃条約・子ど

もの権利条約違反の疑いを指摘しています。

　政治的介入に当たると質しましたが、知事は

これには答えず、また、学費補助の復活も求め

ましたが、拉致問題が記載されていないとの答

弁を繰り返しました。

　低所得者が多い国民健康保険が、他の医療

保険と比べて最も保険料が高くなっているこ

とから、「自治体からの法定外繰入」を認め

るよう求めました。

　また、未就学児の均等割が50％に軽減され

たことを評価し、さらなる軽減策を求めたと

ころ、知事は対象年齢の引き上げなどを国に

さらに求めていくと答弁。

　県立高校で菅前首相が講演を行うことに対

し、共産党県議団は見直しを求めました。

　300 件近い抗議と中止などを求める 12 件の申

し入れがあり、その後、菅前首相の都合による

中止と発表されました。

　教育基本法は、特定政党の支持や反対に繋が

る行為を戒め、文科省通知も「様々な見解を提

示する」よう求めています。

　これらの要請を踏まえ、講師が一政治家のみ

であったことは、政治的公正さを欠くと指摘し

ました。
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　神奈川県議会第２回定例会が、５月１７日から７月２１日まで開かれました。
　党県議団は、知事提案２４議案中、県立高校６校を３校に再編統合する議案や、
紹介状なしで県立病院を受診する場合の定額負担を引き上げる議案など、４議案
に反対。他の会派は全ての議案に賛成しました。
　また、６月２０日に君嶋ちか子県議が代表質問に立ちました。
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［出典］2017年度～2019年度は各年度の神奈川県国民健康保険事業状況/経理状況（第1-6表）
　　　　より、また2020年度は県医療保険課からの聞き取りにより共産党県議団作成

県内市町村国保の

一人当たり額（円）
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232億4584万1269

一人当たり額（円）繰入額（円）
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平均保険料と法定外繰入額の推移
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■主な請願・陳情の審査結果
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消費税インボイス制度の実施延期を求める意見書を政
府に提出することを求める請願
請願・陳情の採決に対して審議した委員会で会派は審
査の結果と共にその理由を述べることを求める請願

教育現場への感染症対策緩和について周知を求める陳情

「高等学校等就学支援金制度（公立）」の一律支給につ
いて陳情
子供（小・中・高）の健全な成長、発達のために教育
活動における制限の緩和を求めることについての陳情

県立茅ヶ崎北陵高等学校の早期移転の陳情
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（注）会派の態度：［請願］○採択 △継続審査 ×不採決［請願］○了承 △継続審査 ×不了承 / 付託委員会に所属無し
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「当事者目線の障害福祉推進条例」素案について

有機フッ素化合物の流出汚染に実効性ある対策を
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　県立中井やまゆり園における利用者支援外部調査委員会が、４月に

第１次の調査結果を発表。虐待通報する事案として示された５事案は、

どれも事実認定ができておらず、推測による判断となっています。

　今後の報告書では、個人の問題、組織的な問題などをはっきりさせ、

不適切な支援が行われた原因とその背景及び、具体的な内容が客観的

に分かるような報告書とするよう、求めました。

●増え続けているフリーランスについて、労働相談の対象となるケー

スも多いことから、労働相談の案内パンフにフリーランスも相談対象

であることを明記するよう求めました。

●補助金を用いる企業誘致において、県内雇用を呼びかけること、誘

致企業の県内雇用実績を把握することを求めました。

　県は「企業の負担になるので県内雇用の数は求めない」と答弁。

　県議定数（105人）は変えないまま、人口減少地域の合区を検討。

　横須賀市選挙区は定数５から１減し、三浦市は「特例」で単独選挙区

（定数1）として残します。これにより、県内の１票の格差は３倍以上に。

　足柄地域では、地元議会や市町から歴史的経緯や生活圏、行政圏を

尊重するよう要望がありましたが、それらを無視した選挙区の組み換え

（※）があり、県西部では超党派の市町議員によって「民主主義の破壊だ」
と抗議集会が持たれるほど、道理のない選挙区決定でした。

　私たちはこれら２つの選挙区について反対しましたが、他のすべて

の会派の賛成で可決されました。

（※）前回合区した「南足柄市・足柄上（中井・大井・松田・山北・開成）選挙区」を分割し、
南足柄市を「足柄下（箱根・真鶴・湯河原）選挙区」と合区

　「前文」に障害者の権利の実現が謳われた障害者権利条約
や差別を禁止する障害者差別解消法の理念を入れること。障
害福祉の政策立案過程への障害当事者の参加とともに、「参
画」の文言を加えること。障害を理由とする差別、虐待など
については端的に「尊厳を害する行為を禁止する」とし、「財
政上の措置を講じるよう努める」の部分は、「財政上の措置を
講じる」と努力規定から義務規定に変えるよう求めました。

　有機フッ素化合物（ＰＦＯＳ・ＰＦＯＡ）は消火剤などに用
いられる化学物質で、現在は有害性が確認され、開発が禁止
されており、使用も原則禁止です。
　2021年 2月に座間市の鳩川で暫定目標値を超える数値
が検出されたことから、汚染原因特定のための調査を求めま
した。また、原因調査の義務付け等の基準を定めるよう、国
に求めるべきと質しました。
　県は著しい上昇が認められた際には調査するとしています
が、明確な基準が無く、そもそも調査義務がありません。暫
定目標値を超えたら必ず原因調査を行うべきと求めました。

●県立高校改革に基づき、6 校を再編統合し 3 校とする条例
案に反対しました。教育委員会は、県内全体の適正配置と答
弁しましたが、少人数学級や、コロナなどの際に求められる
少人数授業に対応するためにも、統廃合は行うべきではあり
ません。
●インクルーシブ教育において、「通学地域要件撤廃」が予
定され、これまでの中学校との連携が軽視される恐れがあり
ます。学習権の保障に留意するよう、求めました。

　本年 5 月に成立した盛土規制法について、県の土砂条例と
の関係、規制区域の設定などについて質問。
　昨年からの県の盛土状況調査で、今年 6 月末で14 件の違
反事案を確認。熱海市の土砂災害では、静岡県と熱海市が違
反盛土への行政指導が不適切だったとして被害者遺族が提訴
したことを示し、違反に対しては、迅速・厳格・粘り強く対
応することが重要と指摘しました。

●国で中小企業淘汰論が議論されている中、県の認識を問い、
地域経済を支える意義と支援の意思を確認。しかし、物価高
とコロナ下の支援の大半は、「かながわペイ」という電子決
済の消費喚起策。経営危機にある中小企業を支援するために
は、水光熱費や家賃など固定費補助や、融資の返済猶予など
の直接支援が必要と求めました。
●三菱電機のパワハラ・人権侵害問題では、国任せではなく
労働施策総合推進法に記された県の責務を自覚し、積極的な
関与を行うよう求めました。
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